
1. 継続事業の前提に関する注記
　 継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

2. 重要な会計方針

(1） 有価証券の評価基準及び評価方法
流動資産の有価証券は、移動平均法による時価法を採用している。
満期保有目的有価証券は、償却原価法を採用している。

(2) 固定資産の減価償却の方法
建物、建物付属設備、構築物、什器備品及びソフトウェア…定額法によっております。
リース資産…　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る資産についてはリース期間を耐用年数として、

　　　　　　　残存価格をゼロとする定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
退職給付引当金　　　
職員の退職給付に備えるため、自己都合による期末要支給額の１００％を計上している。

(4) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税込方式によっている。

3. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
 　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）　

基本財産
　 土地 宅地1857.24㎡

特定資産
 　建物
 　什器備品
 　職員退職給付引当資産
　 愛知県国民健康保険団体連合会積立金
 　国保会館整備等積立金
 　ソフトウェア
　 減価償却引当資産
 　財政調整基金積立資産

4. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
 　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）　

基本財産
　 土地 宅地1857.24㎡

特定資産
 　建物

 　国保会館（北館）
 　国保会館（南館）

 　什器備品
 　職員退職給付引当資産
　 愛知県国民健康保険団体連合会積立金
 　国保会館整備等積立金
 　ソフトウェア
　 減価償却引当資産
 　財政調整基金積立資産

515,626,000 0 515,626,000 0
ICT等を活用した審査支払業務等の高度
化・効率化のための積立資産

ICT等を活用した審査支払業務等の高度
化・効率化のための積立資産

2,428,314,000 0 2,428,314,000 0

小　　　　　　　計 8,570,248,517 42,792,700 7,330,110,965 1,197,344,852
合　　　　　　　計 8,742,691,782 215,235,965 7,330,110,965 1,197,344,852

565,627,000 0 565,627,000 0

1,158,803,662 0 1,158,803,662 0
29,712,225 29,432,612 279,613 0

1,197,344,852 0 0 1,197,344,852
1,378,852,991 0 1,378,852,991 0

1,111,267,500 0 1,111,267,500 0
15,301,454 13,360,088 1,941,366 0

小　　　　　　　計 172,443,265 172,443,265 0 0

169,398,833 0 169,398,833 0

科　　　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味

財産からの充当
額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応する
額）

172,443,265 172,443,265 0 0

小　　　　　　　計 8,851,727,692 1,404,892,546 1,686,371,721 8,570,248,517
合　　　　　　　計 9,024,170,957 1,404,892,546 1,686,371,721 8,742,691,782

480,856,000 515,626,000 480,856,000 515,626,000

2,537,060,000 261,254,000 370,000,000 2,428,314,000
550,106,000 565,627,000 550,106,000 565,627,000

1,211,165,154 5,913,361 58,274,853 1,158,803,662
49,843,180 925,650 21,056,605 29,712,225

1,285,154,859 49,316,197 137,126,204 1,197,344,852
1,372,622,653 6,230,338 0 1,378,852,991

1,338,094,333 0 57,428,000 1,280,666,333
26,825,513 0 11,524,059 15,301,454

0 172,443,265
小　　　　　　　計 172,443,265 0 0 172,443,265

令和４年度　財務諸表に対する注記

科　　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

172,443,265 0



5. 担保に供している資産
 　該当なし。

6. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
 　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

　 特定資産　

建物
 　国保会館（北館）
　 国保会館（南館）

 　什器備品
　 ソフトウェア
　　　小　　　　　　計

その他の固定資産
 　建物附属設備
　 構築物
　 什器備品
 　ソフトウェア
　 リース資産

7. 保証債務等の偶発債務
 　該当なし。

8. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　 　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

 　職員退職給付引当資産
　 愛知県国民健康保険団体連合会積立金
 　国保会館整備等積立金

9. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高
 　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

10. 重要な後発事象
　 該当なし。

11. その他

（1） リース取引関係
ファイナンス・リース取引関係
1） 所有者移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容
その他固定資産…一般会計における車両、他会計におけるコンピュータ、ソフトウェア等（什器備品、ソフトウェア）である。

12. その他の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

　 正味財産増減計算書には、診療報酬等を含む。

合　　　　計 2,726,649,312 2,366,217,865 △ 360,431,447

815,725,016 700,802,130 △ 114,922,886
967,889,029 874,167,550 △ 93,721,479

帳簿価額 時価科　　　　　目 評価損益

943,035,267 791,248,185 △ 151,787,082

合　　　　　　　　　　計 72,983,667

貸借対照表上
の記載区分

　　指定正味財産
　　国庫補助金

厚生労働大臣 　国庫補助金 72,983,667 925,000

925,000 31,115,967 42,792,700

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,406,147,676 1,390,010,828 16,136,848
合　　　　　計 12,051,266,971 9,848,168,297 2,203,098,674

2,609,870,640 2,084,735,949 525,134,691
4,174,607,836 4,024,710,069 149,897,767

2,278,500 2,126,600 151,900

3,468,983,179 2,143,303,167 1,325,680,012

389,379,140 203,281,684 186,097,456

209,778,429 194,476,975 15,301,454
387,804,750 358,092,525 29,712,225

1,921,500,000 810,232,500 1,111,267,500
建　 物　 計 2,871,400,000 1,590,733,667 1,280,666,333

科　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

949,900,000 780,501,167 169,398,833

31,115,967 42,792,700


